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地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱

第７条
陸上交通（地域間幹線系統）に係る地域公共交通確保維持事業（以下この条に おいて単に「地域公共交
通確保維持事業」という。）を行う場合は、地域公共交通計 画に、当該地域公共交通計画の計画期間内
における次に掲げる事項について具体的に 記載するものとする。

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位置
付け・役割

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性
三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概要
四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービス（活性化法第１条に規定する地域

旅客運送サービスをいう。以下同じ。）の利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支
出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法
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〔利便性向上に向けたダイヤ編成の検討〕【継続】
◆さらなる利便性向上に向けたダイヤ改正の実施に向けた検討

〔利用者ニーズに応じた路線再編の検討・実施〕【継続】
◆拠点形成等による利用者ニーズの変化に対応した路線編成の検討・実施

〔新たな交通システムの導入によるバス路線の見直しを検討・実施〕【継続】
◆多様な移動ニーズに対応するための新たな交通システムの導入による
バス路線の見直しの検討・実施

〔地域公共交通確保維持改善事業の活用〕【新規】
◆地域間幹線系統、地域内フィーダー系統の確保・維持

地域公共交通計画編P17

岸和田市交通まちづくりアクションプラン（地域公共交通計画編）の
一部改訂について

地域公共交通計画編P19
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対象系統の地域公共交通における位置付け・役割

地域公共交通確保維持事業の必要性

事業及び実施主体の概要

岸和田市交通まちづくりアクションプラン（地域公共交通計画編）の
一部改訂について



第1期 第3期

人口に対する市内全域の路線バス（ローズ
バスを含む）利用者が占める割合

1.26% 1.67% 増加

人口に対する市内鉄道駅乗車人員が占める
割合

20.5% 26.0% 増加

（2）利便性の向上
交通系ICカードによる利用者割合
（定期利用者を除く）

68.3% 80.0% 増加

地域住民による地域の公共交通を考える検
討会の開催実績

1件 6件 増加

地域主体による協議会の設立実績 0件 増加 増加

●●％ ●●％ 増加

36.1% 39.0% 増加

13.4% 15.0% 増加

165万人 257万人 増加

27.8% 31.0% 増加

50.0% 54.0% 増加

100.0% 増加 増加

5,173件 減少 減少

　　　－２　交通事故の年間発生件数（市民1人当たり） 0.03件 減少 減少

4.2トン 減少 減少

1.4トン 減少 減少

間
接
的
な
指
標

（5）市内をスムーズに移動できると感じている市民の割合

（6）鉄道駅周辺の市街地に活気があると感じている市民の割合

（7）１年間の主要観光施設及びイベント等への観光見込客数

（8）岸和田は子供を産み育てやすいと感じている市民の割合

（9）生きがいを感じることがある65歳以上の市民の割合

（10）拠点における滞在人口の増加率

（11）－１　交通事故の年間発生件数

（12）－１　市民1人当たりの年間温室効果ガス排出量

　　　－２　市民1人当たりの年間温室効果ガス排出量（輸送部門）

評価指標 現状値
目標値

直
接
的
な
指
標

（1）公共交通の利用率

（3）地域での活動実績

（4）バス路線維持に対する補助（収支不足に占める補助割合）
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表5-2 評価指標の現況と目標値の設定表5-1 評価指標と公共交通に関する方針の相関関係

地域公共交通計画編P46地域公共交通計画編P45

定量的な目標・効果及びその評価手法
（利用者の数・収支、費用に係る国や市の負担に関する指標）

・ 安定的な公共交通維持に向けた事業者の
経営改善に係る指標
・ 関係する市の計画との整合
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・ 令和４年度を基準とし、地域間幹
線系統について年１％の改善を
目標とする
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⑴ 公共交通の利用率

・人口に対する市内全域の路線バス（ローズバスを含む）
　利用者が占める割合

・人口に対する市内鉄道駅乗車人員が占める割合

⑵ 利便性の向上

・交通系ICカードによる利用者割合
（定期利用者を除く）

⑶ 地域での活動実績

・地域住民による地域の公共交通を考える検討会の開催実績

・地域主体による協議会の設立実績

⑷ バス路線維持に対する補助（収支不足に占める補助割合） 〇

⑸ 市内をスムーズに移動できると感じている市民の割合 〇

⑹ 鉄道駅周辺の市街地に活気があると感じている市民の割合 〇

⑺ １年間の主要観光施設及びイベント等への観光見込客数 〇

⑻ 岸和田は子供を産み育てやすいと感じている市民の割合 〇

⑼ 生きがいを感じることがある65歳以上の市民の割合 〇

⑽ 拠点における滞在人口の増加率 〇 〇 〇 〇

⑾ 交通事故の年間発生件数 〇 〇

⑿ 市民1人当たりの年間温室効果ガス排出量 〇

間
接
的
な
指
標

直
接
的
な
指
標

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇

公共交通に関する方針

評価指標



今後の予定

６

令和５年度
第２回協議会

令和６年度
第１回協議会

令和５年度
第３回協議会

関係者協議

改訂案作成

交通まちづくり
アクションプラン改訂

申請書類の作成等
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新旧対照表

改訂案 現行

旧P19新P19

資料２（参考資料）

令和5年度第3回岸和田市地域公共交通協議会



新旧対照表

改訂案 現行

旧P20新P20

資料２（参考資料）
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新旧対照表

改訂案 現行

新P21

資料２（参考資料）
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補助系統種別 地域間幹線系統 

対 象 路 線  東ヶ丘線 

（起点:岸和田駅前／終点:和泉中央駅／主な経由地:徳洲会病院） 

（起点:岸和田駅前／終点:和泉中央駅／主な経由地:荒木町） 

（起点:岸和田駅前／終点:和泉中央駅／主な経由地:市民病院前） 

（起点：東ケ丘町／終点：和泉中央駅／主な経由地：箕形） 

山直線  

（起点:道の駅愛彩ランド／終点:和泉中央駅／主な経由地:山直東） 

役 割 市域を超える移動を中心に生活、観光等を多面的に支える 

確保維持事業

等の必要性 

市内地域拠点と市外の拠点を連絡し、通勤通学、買い物といった日常生活に係

る移動や観光等に至る多様な目的での移動を支える路線として、将来にわたり

存続させるためにも、国の運行経費補助である地域公共確保維持事業を活用し

維持改善を進める。また、沿線の状況や利用状況を踏まえて、継続的な改善に

取り組み、広域的な視点での地域公共交通の活性化及び利便性向上に努める。 

事 業 主 体  岸和田市地域公共交通協議会・岸和田市・交通事業者 

（路線の運行：南海ウイングバス） 

新旧対照表

改訂案 現行

新P22

資料２（参考資料）
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新旧対照表

改訂案 現行

旧P42新P44

資料２（参考資料）
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新旧対照表

改訂案 現行

旧P45新P48

資料２（参考資料）
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第1期 第3期

人口に対する市内全域の路線バス（ローズ
バスを含む）利用者が占める割合

1.26% 1.67% 増加

人口に対する市内鉄道駅乗車人員が占める
割合

20.5% 26.0% 増加

（2）利便性の向上
交通系ICカードによる利用者割合
（定期利用者を除く）

68.3% 80.0% 増加

地域住民による地域の公共交通を考える検
討会の開催実績

1件 6件 増加

地域主体による協議会の設立実績 0件 増加 増加

●●％ ●●％ 増加

36.1% 39.0% 増加

13.4% 15.0% 増加

165万人 257万人 増加

27.8% 31.0% 増加

50.0% 54.0% 増加

100.0% 増加 増加

5,173件 減少 減少

　　　－２　交通事故の年間発生件数（市民1人当たり） 0.03件 減少 減少

4.2トン 減少 減少

1.4トン 減少 減少

間
接
的
な
指
標

（5）市内をスムーズに移動できると感じている市民の割合

（6）鉄道駅周辺の市街地に活気があると感じている市民の割合

（7）１年間の主要観光施設及びイベント等への観光見込客数

（8）岸和田は子供を産み育てやすいと感じている市民の割合

（9）生きがいを感じることがある65歳以上の市民の割合

（10）拠点における滞在人口の増加率

（11）－１　交通事故の年間発生件数

（12）－１　市民1人当たりの年間温室効果ガス排出量

　　　－２　市民1人当たりの年間温室効果ガス排出量（輸送部門）

評価指標 現状値
目標値

直
接
的
な
指
標

（1）公共交通の利用率

（3）地域での活動実績

（4）バス路線維持に対する補助（収支不足に占める補助割合）

新旧対照表

改訂案 現行

旧P46新P49

資料２（参考資料）
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